
② 保育室、園庭、遊具等の施設・設備及び施設内外の活動等にお

いて危険な箇所がないかどうかについて点検し、常に安全に対す

る意識をもつこと。

特に、近年の公園等に設置された遊具での事故報告を踏まえ、保育所

の遊具の安全確保のため、日常の点検と発見されたハザードに対する措

置等をとるなど、万全を期されるよう指導方お願いする。

また、このほか「保育所保育指針 （平成２０年３月２８厚生労働省」

告示第１４１号）の「第５章健康及び安全」に基づき適切に対応するよ

うお願いしたい。

（２）保育所の耐震化の促進について

保育所を利用している子どもの安心・安全を確保する観点から、保育

。 、所の建物の耐震化を図ることは重要である 全国的な取組状況をみると

耐震診断実施率は３６％、保育所の耐震化率は５９．７％に留まってお

り、各都道府県等における取組は大きな格差が生じており、設置主体別

の耐震化率をみると、公立保育所は５６％、私立保育所６２．９％とな

っている。これらを踏まえ、各都道府県等においては、管内市町村に対

する情報提供を通じて、保育所の耐震化の推進に努められたい。

また、保育所の耐震診断に要する費用については 「住宅・建築物安、

全ストック形成事業（国土交通省所管 」により補助対象とされている）

ことから、各地方公共団体の関係部局と連携を図りこれらを活用し、耐

震診断を着実に実施されたい。なお、この耐震診断を行う際の法人負担

分の経費については、施設運営に支障のない範囲で施設会計からの支出

が可能であることを申し添える。

（３）認可外保育施設に対する指導監督について

事業所内託児施設を含む認可外保育施設の指導監督については、児童

「 」福祉法第５９条及び 認可外保育施設に対する指導監督の実施について

（平成１３年３月２９日雇児発第１７７号）により行われているところ

であるが、平成１８年度の認可外保育施設の点検結果においては、都道

（ ）府県知事等への設置の届出等が義務づけられている施設 届出対象施設

のうち、認可外保育施設指導監督基準に適合している施設は４５％、届

出対象施設のうちベビーホテルについては、基準に適合している施設が

３０％であり、昨年度から改善したものの依然として低い水準にあると

ころである。

一方で、多数の死亡事故が発生しているほか、滞在期間が数年にもわ

認可外保育施設に対する適たる長期滞在児の存在が明らかになるなど、

。切かつ厳正な指導監督の徹底が改めて必要不可欠である
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